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1　はじめに
　「自己責任」1の概念は、あるいは自由民主主義の根源としての人間の尊厳との関連で一般的に論じ
られ2、あるいは自己責任は自由人の標識であるとされるなど3、環境法に固有の概念とはいえない。「責
任」概念も、しばしば、市民の自主性、自己決定権と結びつけた道義的、倫理的な意味で、社会的責
任ないし責務として論じられるが4、これと法的責任とは峻別を要する5。
　環境法における自己責任の概念も明確とはいえない。自己責任原則は現行環境法にこれを明記する
規定は存在しないが、環境法政策上、協調原則を理論化する過程で強調されてきた。例えば、ドイッ
1971年環境行動計画は、環境適合型の新製品・新生産工程の開発とこれに伴うリスクの負担は企業の
責務であり、基本的には環境保全は各行動主体の自己責任と協調を基盤とし6、公権的干渉は市場メ
カニズムでは到達できない領域に限って作用すべきものとした7。1996年環境専門報告書8も国家と経
☆法学部教授
l　FOhrらは法的責任としての自己責任をEigenverantwortung、道義的責任としての自主的責任をSelbstverantwor－
tun9と区別するが（FUhr，　M．／Lahl，　U．，　Eigen－Verantwortung　als　Regulierungskonzept－am　Beispiel　des　Entscheid－
ungsprozesses　zu　REACH，2　f．（2005））、この用語区分が一般的に認知されているかは疑問がある。
2　BVerfGE　5，85（204）．Ulrich，　B．，　Das’Menschenbild　des　Grundgesetzes「in　der　Rechtsprechung　des　Bundesverf
assungsgerichts，35（1996）参照．
3　Fabio，　U．　Di．，　Verwaltung　und　Verwaltungsrecht　zwischen　gesellschaftllcher　Selbstreglierung　und　staatlicher
Steuerung，　VVDStRL　56，235，278（1997）．
4　例えば、Molsberger，　J．，　EinfUhrung，　in：Selbststandigkeit　und　Selbstverantwortung，1（1985）；Empter，　S．／Esche，　A．
　（Hrsg．），　Eigenverantwortung　und　Solidaritat（1997）；Koch，　S．／Kaschube，　J．／Fisch，　R．（Hrsg．），
Eigenverantwortung　fUr　Organisationen（2003）
5　　FUhr／Lahl，2．
6　GrUter，　M．　Umweltrecht　und　Kooperationsprinzip　in　der　Bundesrepublik　Deutshland，8（1990）
7　BT－Drs．　VI／2710，10．
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済界との協調とともに経済界の環境保全に対する自己責任を強調する。環境保全が国家責務であると
同時に事業者、市民等を含むすべての行動主体の責務であり、全行動主体の協調なくして環境保全は
不可能であるという意味で、国家以外の行動主体が環境保全に自己責任を負うべきことには異論が少
ない。その意味で、環境法上の自己責任原則は国家以外の全行動主体に妥当するが、本研究は、特に、
施設起因、物質・製品・廃棄物起因、行為起因の健康・環境リスクの管理に関する事業者の法的責任
に関する、一義的には立法上の準則としての自己責任原則を対象とする。この場合の自己責任は、事
後配慮領域のほか、事前配慮領域の責任を包含する9。自己責任は、抽象的な意味では法制度上環境
負荷を生ぜしめる行動主体、特に、事業者に一定の法的義務を課す根拠として機能するが、その具体
的内容を自己責任原則自体から直接導くことはできず、法令の規定によって初めて具体化される。こ
の点は他の原則と変わらない。即ち、抽象的意味での自己責任原則は法令の規定によって具体的な内
容をもつ法的義務と位置づけられ、それによって公的監視に服する。本研究ではドイツ環境法におけ
る自己責任原則の環境法政策、実定法、判例学説上の位置づけを踏まえたうえで、他の原則と自己責
任原則との関係について検討する。
2　ドイツ環境法上の自己責任原則
2，1判例上の自己責任原則
　Kasse1市の使い捨て型包装容器税条例を連邦法秩序との不整合を理由に違憲、無効とした連邦憲法
裁判所判決（BVerfGE　98，106）は、環境保全部門における公的主体による責務履行に対する私的主
体の共同責任を強調し、そこでは、経済界と社会とによる法の遵守を促進するだけでなく、国家計画
策定と行動目標、行動手段の開発に際しての経済界の自己責任ベースの協調が期待されているとする。
本判決は、自己責任原則それ自体を論じたものではないが、環境保全部門における国家と非国家行動
主体（特に、経済界）との合意によって具体的内容を与えられた協調的コンセプトがこれら行動主体
の自己責任を基礎とすることを示唆する。
2．2　学説
a．Kloepfer／MeBerschmidt
　Kloepfer／MeBerschmidtは「管理された自己責任の原則（Prinzip　der　kontronierten　Eigenverant－
wortlichkeit）」を提唱し、環境法の原則と位置づけた10。ここでは化学物質管理に関して「化学物質法
の基礎を構成する原則」と説明され、公的監視のもとで行われる事業者による自己審査（即ち、同法
3条に定める危険性区分にしたがって製造者・輸入者が（新規）危険物質の等級評価を行う義務。13
8　BT－Drs．13／4108．
9　Hofling，　W．，　Verantwortung　im　Umweltrecht，　in：Lange，　K．（Hrsg．），Gesamtverantwortung　statt　Verantwortun
gsparzellierung　im　Umwe［trecht，156（1997）．
10　Kloepfer，　M／MeBerschmidt，　K．，　lnner　Harmonisierung　des　Umweltrechts，85（1986）．
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条1項2文）、危険物質の表示、包装義務等がその発現形式として例示され、後に、性状検査義務を
加えたll。　EUのREACH規則における、化学物質製造・輸入の許認可に際してのリスク評価に関する
証明責任を企業側に転換する法政策の理論的根拠を自己責任原則に求めるのが一般的であるが、この
考え方は「管理された自己責任の原則」の延長線上にあると考えられる。自己責任原則に「管理され
た（kontrollierte）」と条件づけるのは、完全に自主的な自己責任を想定するのではなく、事業者の
自己責任を基調としつつ、これを国家によるコントロールと監視に服せしめる必要性を留保する意味
である。
　Kloepferは、その後、射程を化学物質法から環境法一般に射程を拡大し、従来、国家の責務とされ
てきた環境保全について国家と社会とで分担する方向を昌指し、国家監視のもとでの自己責任という
意味での「管理された自己責任原則」にしたがって市民と企業とを環境保全に関与させ、環境政策に
おける企業の地位を、国家環境政策と規制の客体から環境国家のパートナーに変えることによって、
国家の環境保全政策の効率を著しく高めることができるといい、特に、情報的手法による企業の自己
責任強化を主張する】2。この考え方の根底には、企業が保有する専門知識を環境保全に供することの
重要性を過小評価すべきでなく、環境保全水準を低下させずに企業の自己責任の強化を図ることが、
国家・経済界双方に利点が大きいとする認識がある。さらに、環境に対して危険性を伴う設備の設置
者、環境に対して危険性を伴う製品の製造者の自己監視を自己責任の考え方に結びつけ］3、この原則
を協調原則の周辺原則の一つと位置づけ、「広い意味で、政策的に検討すべき規制基盤」とする14。
b．その後の学説の展開
　環境法において、各行動主体（特に、事業者および経済界）が自己責任を負うとする認識は一般的
であるが、これを「自己責任原則」と位置づけることについては消極説、限定的積極説、積極説が主
張されるほか、環境法の原則として自己責任原則に言及しない例も少なくない15。
a）消極説
　Breuerは独立の原則としての位置づけに消極的である。即ち、　Breuerによれば、「管理された自己
責任原則」を化学物質法の領域に限定され、環境保全・健康保護責務を国家の責務履行から私的配慮
に移すことを内容とするものであるから、責務分担型協調原則に相当し、独立の原則というよりは、
協調原則と併存することによって固有の意味をもつ。
ll　Kloepfer，　Chemikaliengesetz，98　f，（1982）．
12　Kloepfer，　Umweltinformationen　durch　Unternehmen，　NuR　l993，353．
13　Kloepfer，　Umweltschutzrecht，75（2008）．
14　Kloepfer，　Umweltrecht，3Aufl．204（2004）．
15　自己責任原則を挙げる例として、本文記載のほか、Hartkopf，　G．／Bohne，　E，　Umweltpolitik，　Bd．1，　l　l5　ff，
　（1980）；Peters，　H－J．，　Umweltverwaltungsrecht，2Aufl．，7ff，（1996）；TOnnesen－Harmes，　C．，　Prinzipien　des
Umweltrechts，in：Pohl，　A／ders．（Hrsg．），Handbuch　des　Umweltrechts，　A．2（Stand：2000）；Hoppe，　W／Beckmann，
M．／Kauch，　P．，　Umweltrecht，2Aufl．，38　ff．（2000）；Bender，B．／Sparwasser，　R．／Engel，　R，　Umweltrecht，4AufL29　ff，
　（2000）；Wolff，　J．，　Umweltrecht，20　ff，（2002）；Helberg，　A．，　Allgemeines　Umweltverwaltungsrecht，　in：－Koch，　H－J．
　（Hrsg．），Umweltrecht，85（2002）．
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b）限定的積極説
　GrUteri6は、原因者負担原則と協調原則がともに環境保全に対する自己責任を内在するとし、原因
者以外の者に対する帰責に協調原則の特徴を認めるが、管理された自己責任原則を化学物質法の領域
の限定し、責務分担型協調の1形式ととらえる。
c）積極説
　自己責任原則を化学物質管理の領域に限定せず、広く環境法の原則として一般化した形で承認する
考え方がみられる。
　Daniell7は、法執行レベルの自己責任を論ずるなかで、環境保全部門における経済界の自己責任を
国家・経済界間の信頼関係の保護との関連でとらえ、以下の如く述べる。国家その他の手続参加者は、
施設設置者の認可条件遵守を信頼することになるが、このためには経済界側が自らの事業活動に起因
するリスクを最小化するため、自己責任ベースのリスク配慮を尽くすことが不可欠である。今日の環
境法は未知のリスクの評価問題に直面しており、多様な製造工程、処理工程は、伝統的な因果連鎖に
基づく危険を予見し、かつ、これを防止して、そのためのコストを内部化するためには、公権的な危
険配慮行政だけではなく、経済界が情報管理を活用した市場公開型のリスクマネジメントを行う必要
があるが、このようなリスク内部化モデルとしては自主的な環境操業審査が有効で、環境領域におけ
る経済界の自己責任による行動は、原因者負担原則のみならず、予防原則、協調原則にも有用である。
行政と経済界の間の多様な協調構造は、経済界主体の広範な自己責任の豊穣な土壌を構築することか
ら、持続的なリスク配慮機能とともに、手続軽減機能をもつインフォーマルな合意が経済界の自己責
任の例として重要である。企業の自己責任の考え方は、それ以外の経済上の要請の履行にも寄与する
が、企業サイドの行動の弾力性を低下させずに環境目標の達成を可能とするためには、①実施可能な
環境法が存在すること、②経済界に大きな裁量余地を与えるための合理的な環境法の基盤が存在する
こと、③環境行政も新たな状況と問題に迅速に反応できるような弾力的な形でなければならないこと
等の前提条件が満たされる必要がある。Danielは、このように、自己責任を協調原則との関連で論
ずるが、その確立をより積極的にとらえる。
　FUhr／Lahli8は、　EU化学物質管理戦略現代化に向けたREACH規則案における化学物質規制のパラ
ダイム変革は経済界の自己責任の強化を中核とするとの認識を基礎として、REACH決定手続を素材
として、規制コンセプトとしての自己責任を論ずる。FUhr／Lah1によれば、事業者の義務ないし責任は、
①厳格義務、②不完全義務、③自主的義務・責任に類型化され、第一類型の義務は法律上の義務、第
三類型の義務は道徳の領域に属する。自己責任は第二類型に属し、ここでは、法律上義務づけられる
行動が具体的に示されず、自己責任も法的義務として法律によって誘導されるが、明確な限界をもた
ず、自己責任が履行されない場合における制裁の予定、あるいは官庁が具体化する規定にしたがって
16　Grtiter（Fn，6）．
17Daniel，　E，　Umweltrecht　und　Wirtschaft，102　ff．（2000）．
18　FUhr／Lahl，2ff，
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直接その行動に誘導される。自己責任による管理を考える場合に、環境法上の準則は一般性をもっか
ら、何人も経済活動、設計・企画行動に起因する望ましからざる結果から保護されるが、自己責任類
型では法的要求事項が不確定性を伴うために、個別事例における権利保護水準の問題があり、基本権
保障に対する配慮が不可欠で、第三者が効果的な方法で参加手段と法的救済手段を与えられるか、透
明性が確保されるか等が重要な課題となる。環境政策上の管理が必要な場合には、第一類型の義務づ
け手法は充分とはいえず、現代型環境法では、個別事例に対して動的、かつ、弾力的配慮を可能とす
る自己責任方式の重要性が高い。
　Rehbinderは、　REACH規則の根底には自己責任を物質の安全性に対する包括的義務と位置づける
考え方があるとし］9、この安全性義務を管理された自己責任原則の発現形式と評価する20。この「包
括的義務」論は自己責任を化学物質法の領域に限定する趣旨ではあるまい。
　Franzius21は、連邦イミッシオン防止法による施設の設置・操業管理は、施設設置者の自己責任を
強化し、廃棄物法上の義務の履行に関しても事業者に選択の自由を与え、自己責任によって事実関係
を調査する義務を課すという。それ故、Franziusによれば、施設設置者の自己責任による義務履行は
国家管理の限界を画するが、施設設置者に最終的決定権を付与するわけではなく、国家の責任を排除
するわけではない。このほかSandenは、連邦土壌保全法における汚染土壌の浄化等の措置に関する
規制的手法の導入を自己責任原則によって説明する22。
3　考察
3」　意義
　現代社会において技術革新と先端技術の利用は不可避であり、先端技術は必然的に健康リスク、環
境リスクを内在する。このような先端技術を一般的、全面的に禁止する方向は国民のコンセンサスを
受けることが困難であり、このためのリスク管理水準、裏返せば、社会的受容リスク水準の決定は予
防原則の本質を構成する23。その一方で、このような意味でのリスク管理は国家と国家以外の行動主
体、特に、健康・環境リスクの原因者であり、かつ、専門的知識・経験を保有する事業者との責任分
担のもとで行うのでなければ不可能である。
　自己責任原則は、当初、化学物質法における物質の製造・輸入・販売領域での健康・環境リスク管
理との関連で提唱されたが、健康・環境リスク管理の必要性は化学物質法領域に限らず、製品、廃棄
物を含めた統合的製品管理の領域でも、さらには化学物質排出起因リスクとの関連では施設管理に関
19　Rehbinder，　E．，　Stoffrecht，　in：AKUR（Hrsg．），Grundzuge　des　Umweltrechts，783（2007）．
20　Rehbinder，81L
21　Franzius，　C．，　Bundesverfassungsgericht　und　indirekte　Steuerung　im　Umweltrecht，　A6R　2001，430　ff，
22　Sanden，　J．，　Das　Kooperationsprinzip　im　Bodenschutzrecht，　in：Huber，　P，　M．（Hrsg．），Das　Kooperationsprinzip
　im　Umweltrecht，　l　l5　ff，（1999）．
23　この点については、拙稿「環境法における国家の基本権保護と環境配慮」季刊環境研究150号139頁以下（2008年）参照。
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する統合的環境管理の領域でも、本質的な差があるとは考え難い。それ故、この原則を化学物質法領
域に限定せず、より高い水準の環境質の管理を目的として環境法一般に妥当するものととらえる方向
が目的に適うと言わなければならない。
3．2　発現形式
　1990年環境法典草案24は、市民に自己責任に基づく決定の可能性を委ねる政策措置の規制的手法に
対する優先性を予定し（6条3項）、①法律によりこれを命ぜられるとき、または②国家による責務
履行が関係者に不均等な負担を与え、かつ、個々の事例で国家以外の行動主体がその責務を確実に履
行することができることが担保されているときには、国家行政官庁の責務の履行を国家以外の行動主
体に移譲し、国家監視のもとに、自己責任に基づく責務履行に委ねることを認める（4項）。この規
定案の根底には、可能な限り自己責任による決定を優先させる考え方があり25、4項に規定される国
家以外の行動主体に対する責務移譲も自己責任ベースの自己監視を根拠とする26。1997年草案も「企
業・公法上の組織の自己責任における環境法上の要求事項の遵守および業務上の環境保全の絶え間な
き改善を確保することを目的とする」ため、環境管理責任者、情報開示、自主的環境監査に関する規
定を置くが（151条以下）、これらの規定は、施設操業上の環境保全につき、操業上の自己管理と経済
界の自己責任を促進する手法と位置づけられ27、環境保全上の義務に関する自己責任ベースの決定の
促進を図る28。2008年草案29は、事業認可申請に際しての提出資料および法令遵守等の監視について、
法規命令制定によるEMAS事業所に関する軽減措置を連邦政府に授権し、その根拠を自己責任の促
進に位置づける（第1編24条）。
　ドイツ環境法学説を参考として自己責任原則の発現例を例示すると以下の如くである。
a．リスク管理上の自己責任
　施設関連、物質・製品・廃棄物関連の技術の高度化・専門化に伴って、これに起因する健康・環境
リスクとリスク管理・低減技術に関連する情報は事業者側に偏在化するため、このリスクに対する配
慮と管理を全面的に国家側の責任と位置づけることは無理がある。それ故、事業者側のリスク配慮・
管理責任を規制によって初めて発生するものと位置づけるのではなく、事業活動に内在する事業者の
自己責任の領域に位置づけることが求められる。
a）リスク評価義務
24　UGB－E－AT，　Berichte　7／90（1990）．
25　Kloepfer，　M．／Kunig，　P．／Rehbinder，　E．／SchmidレAsmann，　E．，　Zur　Kodifikation　des　Allgemeinen　Teil　eines
　Umweltgesetzbuches，　DVBI．1991．51．
26　UGB－E－AT，　Berichte，163．
27　UGB－KomE，731　ff．
28　UGB－KomE，83．
29　BMU　Projektgruppe　UGB，　Entwurf　des　Umweltgesetzbuch（UGB）Erstes　Buch（1）－Allgemeine　Vorschriften
　und　vorhabenbezogenes　Umweltrecht－Stand：20．05．2008．
30BMU，　Umweltpolitik－10　Jahre　Chemikaliengesetz，37（1992）；K［oepfer（Fn．ll），98　f，立法理由書も自己責任原則
　という表現は用いないが、等級評価義務、梱包・表示義務を自己責任で説明する（BT－Drs．8／3319，17．　Weinmann／
　Thomas／Wolcke，73も同じ）。
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　ドイツ化学物質法における化学物質管理は行政監視下の自己審査の考え方を基礎とし、製造者・輸
入者は各物質に関する危険性等級評価を行い、これを表示する義務を負うが（13条1項2文）、この
性状検査義務の根拠は管理された自己責任原則に求められる30。Rehbinderが包括的責任と位置づけ
る安全性評価義務はこれに当たる。
b）リスク証明義務
　リスク評価、特に、その定量的評価は不確実性を内在するので、正常な事業活動上のリスク（例えば、
統合的環境管理あるいは統合的物質・製品・廃棄物管理上の健康・環境リスク）が環境法上の許容水
準に適合するか否かについては、施設設置・操業、物質・製品製造・輸入等の事業活動に関連する許
認可手続における許認可申請者（事業者）・許認可官庁問の証明配分問題を生じる。REACH規則は
物質起因リスク管理の領域で、各物質のリスクが受容可能レベルであることについて企業の側に証明
責任を課す新たな方向を示した。この結果、事業者には、例えば、追加的保全措置、使用制限、使用
禁止等の決定を行うことができる質の情報提供義務が発生するが、この考え方の理論的根拠は自己責
任原則に求められると考えられる31。REACH規則制定過程で、　EU社会委員会が、「健康と環境に対
して重大な負の影響を伴わない化学物質以外は製造し、使用してはならない」とする考え方を基礎と
して証明責任の考え方に基本的に同意した経緯32、あるいは、オランダ政府と経済界が、事業者に「自
分が製造する物質が安全に使用できるようにする責任を課すべき」ことを提案したことも33、自己責
任原則によって説明できよう。このようなリスク管理の方向は、物質起因リスク固有の問題ではなく、
将来的には、施設起因リスクを含めた事業ないし計画起因リスクに拡大することが予測される34。
c）分類統一義務
　EUは、化学物質の分類・ラベリング・包装規制を国際的統一基準（GHS）に整合させる方向での
規則改正提案において、複数の供給者間で同一物質の分類が異なる場合に統一化合意に向けた努力義
務を予定し、その根拠を自己責任原則に求める35。
d）リスク情報提供・伝達義務
　事業活動に関連する施設の設置・操業あるいは製品・サービスに関する行政に対する情報提供義務
あるいは公表義務は自己責任原則の発現例と位置づけることが可能であろう。また、製品等のリスク
に関する下流ユーザー、消費者等に対するリスク関連情報提供の形式として多様な目的で利用される
表示・梱包義務（例えば、原材料、含有物質、用途、使用方法等に関する表示・梱包義務）も、自己
31　この証明責任転換を予防原則の必須条件ととらえる説につき、拙著『環境協定の研究』Il7頁注10（2007年・成文堂）
　参照。
320pinion　of　the　Economic　and　Social　Committee　on　the「White　Paper－Strategy　for　a　Future　Chemicals　policy「
　（（）J．C．36，99／2001）．
3306．06．2001付VROM－News．
34　これを示唆する例として、Hermann，　A．，　Results　of　the　International　Workshop：Consequences　of　REACH　for
　other　legal　and　administrative　environmental　instruments，3f，（2007）．
35　COM（2007）355　final．9．
36Kloepfer（Fn．11），98　f．；Weinmann／Thomas／Wolcke，73；BT－Drs．8／3319，17．
37　UGB－KomE，731；Kloepfer（Fn．13），75；Franzius，430　ff，
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責任原則の発現形式とみることができる36。
b．自己監視義務
　事業者の自己監視義務を自己責任原則の発現形式ととらえる説は多い37。施設の設置・操業その他
の事業活動に伴う環境保全に関する監視（特に、法令および認可条件等の遵守の監視）は、公的監視
と自己監視（事業者の内部監視と外部の専門的第三者監視を含む38）によって分担されるが、行政の
人的・財政的資源あるいは技術情報の質・量に限界があることから、基本的には自己監視を強化し、
公的監視は補完的に位置づけることが機能的かっ現実的と考えられる。Steinerは、特に、技術の高
度化に伴う環境リスクの管理についての公的監視の限界を強調し、自己監視を信頼と管理の妥協的制
度と位置づけるが39、自己監視に対する信頼を第一義として、公的監視が自己監視の履行担保責任機
能を果たす40。自己監視の制度化は事業者が自らの費用と人的資源によって施設・事業活動を監視す
ることを意味し4］、自己監視の強化によって企業による環境保全関連の技術革新を誘導する機能をも
つ42B
　物質管理の領域でも、REACH規則上のSVHC関連の排出のモニタリング義務の帰属は明確とはい
えないが、これを物質認可保有者の義務とする考え方は、その根拠を自己責任に求める43。
　制度化された自己監視の内容は多様である。自己監視組織整備義務（例えば、連邦イミッシオン防
止法上の環境保全業務担当役員の通知義務（52条a）、要認可施設設置者の環境管理責任者選任義務
（53条）、事故管理責任者選任義務（58条a）。水管理法、循環型経済・廃棄物法に類例がある）、ある
いは法令遵守あるいは目標達成状況の監視を自己監視に委ね、これを測定・記録保持・情報提供義務、
管轄官庁に対する証明義務等によって公的監視の下におく方法は、自己監視義務に由来し44、環境保
全に関する企業意識を高める機能を持っ45とみることができよう（連邦イミッシオン防止法上の測定
義務（26条以下）46、排出宣明義務（27条）、安全性に関する技術的検査義務（29条a）、排出・イミッ
シオン関連の情報提供義務（31条）、要認可施設の設置者等の行政監視受忍・協力義務等（52条）。循
環型経済廃棄物法における規制遵守に関する事業者の証明義務（同法40条以下）等）。
c．リスク管理水準の向上に関する自己責任
38　Laskowski，　S．　R．，　Dualle　Verantwortungsstrukturen　im　Umweltrecht　und　Urnweltpolitik，　in：Schuppert，　G．　F．
　（Hrsg．），Jenseits　von　Privatisierung　und“schlankem　Staat“，94（1999）．
39　Steiner，　U．，　Technische　Kontrolle　im　privaten　Bereich－insbesondere　EigenUberwachung　und
　Betriebsbeauftragte，　DVBL，1987，1142．
40　Laskowski，108　f，
41　Michalke，　R，　Die　Verwertbarkeit　von　Erkenntnissen　der　EigenOberwachung　zu　Beweiszweck　im　Straf－und
　Ordnungswidrigkeitenverfahren，　NJW　l　990，417．
42　Rehbinder，　Politische　und　rechtliche　Probleme　des　Verursacherprinzips，242　ff，（1973）．
43　Hermann，8．
44　Steiner，　l　l33；Micha［ke，417　f，；Jarass，　H．　D．，　Bundesimmissionsschutzgesetz，3Aufl．，622（1995）；UGB－AT，
　294．但し、Wellmannは、施設設置者の環境管理組織規制について、企業の自己貴任を本質的に強化したものと
　は評価しない（Wellmann，　E．，　Die　Eigenverantwortung　des　Betriebers　fUr　Umweltbelange　nach§52a　Bundes－
　Immissionsschutzgesetz，56（2001））。
45　Tettinger，　P．，　Der　Immissionsschutzbeauftragte，　DVBL　l976，572．
46　Laskowski，95．
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a）一般的環境配慮・リスク管理責任
　要認可施設設置者の一般的義務（連邦イミッシオン防止法5条）は技術水準（最善技術）の導入に
よるより高い環境質に対する事前・事後の配慮を含み、施設設置・操業認可の条件として認可時また
は事後的に具体化されるが、帰責原則の視点からみれば原因者負担原則の発現例であり、事前配慮を
リスク管理水準の観点からみれば予防原則の発現例でもあるが、併せて、施設設置者のより高い環境
質に向けた環境配慮に対する自己責任を明記したものととらえることもできる。
b）環境管理・監査システム
　環境管理・監査システムも自己責任原則の考え方を基礎とする。このシステムは法律上の義務の水
準を超える環境保全水準と透明性の向上に向けた企業の自己責任の履行を目標とし、それ自体は自主
的環境配慮の領域に属するが、規制緩和等のインセンティヴを付与する等の方法で自主的な環境管理・
監査システムの導入を誘導する場合には、自己責任の下での施設管理に関する事業者責任を強化する
制度の一つととらえることが可能である47。ドイツでは、本来自主的制度を本質とする環境管理シス
テムの質を確保する目的で環境監査法を制定し、認証人・認証機関の質の確保を図るが、この方法は
自己責任ベースを基調とする一方で、自己監視の質の向上を図るものと評価できる。さらに、EUの
EMAS規則改正に伴い、　EMAS規則に基づく環境管理監査システムを導入し、登録された企業につい
ての規制緩和制度が導入されたが（連邦イミッシオン防止法58条e、水管理法21条hおよび循環型経
済・廃棄物法55条a）、この改正の目的は、企業およびその他国家以外の行動主体の私的自己責任を
促進し、自己責任べ一スの環境保全の質の向上を図ることにある48。
4　結語一自己責任原則と伝統的3原則との関係
a．協調原則との関係
　Kloepferは自己責任原則を協調原則の周辺原則の一っと位置づける。協調原則は合意形成を中核と
する法政策手法に関する準則の一つであるが、社会の全行動主体が各々の行動領域で役割を分担して
環境に配慮する責任を負うとする考え方を前提とすることについては異論が少ない。これを自己責任
と表現するか、あるいは社会全体の共同責任と表現するか（例えば、BVerfGE　98，106；98，83）は説
が分かれるが、後者によっても各行動主体の自己責任の考え方を基礎とする点で本質的な差があるわ
けではない。
　協調原則の代表的発現例である環境協定手法についても、Welscherは経済界の自己責任の考え方
472008年環境法典草案第1編（BMU　Projektgruppe　UGB，　Entwurf　des　Umweltgesetzbuch（UGB）Erstes　Buch（1）
　－Stand：20．05．2008）24条は、事業認可申請提出資料と法令遵守等の監視についてのEMAS事業所に関する軽減措置
　の連邦政府に対する授権の根拠を自己責任の促進に求める。Laskowskiも環境に対して危険性を伴う施設の自己監視
　領域でとらえる（Laskowski，　93　f．）。
48　BT－Drs．14／4599，87，
49Welscher，　A．，　Umweltvereinbarungen，101　u．284（2003）．
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に支えられるものと評価するが49、事業者が、自らの事業活動・製品・サービスによる健康・環境リ
スクを、将来の技術革新を先取りする形で、公権的規制の範囲を超えて低減するための合意形成は、
自己責任原則と不可分の関係にあるとみることができる。
b．原因者負担原則との関係
　原因者負担原則は実施義務と費用負担原則を包含する主位的帰責原則で、「環境負荷をもたらして
はならない原則」（Nichtverursacherprinzip）から派生するとされるが50、この原則は帰責領域にお
ける原因者の自己責任原則にほかなるまい。
　このほか、自己責任の考え方は原因者負担原則以外の帰責原則に法的根拠を提供する。例えば、製
品製造者の物質循環配慮義務（拡大生産者責任）は、政策的あるいは経済学的な観点からは効率性に
根拠を求め得るとしても、その法的根拠にっいては説得的説明がなされておらず、製品製造者を原因
者に含める方法は原因者概念を拡散させ、その結果原因者負担原則概念を不明確にする危険があるが、
自己責任原則によって説明可能である。廃棄物処理の第三者委託の場合における受託者の違法処理に
際しての委託者の原状回復等の責任（排出者責任）については、ドイッ法上、受託者は委託者の履行
補助者とされるのが原則で（循環型経済廃棄物法16条1項等）、排出者の受託者選任責任を経由する
自己責任が貫徹されているとみることができる。
c．予防原則との関係
　予防原則は、私見によれば、国または地方公共団体による環境管理水準決定に関する意思決定の
準則として機能する政策原則であり、決定される環境管理水準および管理措置と法・政策目標との問
の因果関係の蓋然性が充分とはいえない場合にもその環境管理水準・措置決定を正当化し、国または
地方公共団体により高い水準での環境管理権限を認める。ドイツ環境法上は、蓋然性の充分性はje－
desto　Formelにしたがい、環境管理水準決定によって保護される保護法益が重大であるほど、より
重大でない場合に比較して蓋然性の程度は低くて足る51。このような「充分な蓋然性（hinreichende
Wahrscheinlichkeit）」基準にしたがって、充分な蓋然性に相当する健康リスクは危険防御の対象と
なり、基本権保護義務の射程に属するが、充分な蓋然性に満たない健康・環境リスクは、リスク配慮
（狭義のリスク概念）の領域で、基本権保護権限の領域に属する。予防原則はリスク配慮領域での環
境管理水準決定を根拠づける準則であり、その限界は社会的受容リスク（Restrisiko）によって画さ
れる52。ドイツ法と異なりわが国では一一L一般警察法上の危険防御の考え方が希薄であるが、このような
危険防御（Gefahrenabwehr）の対立概念としてのリスク配慮（Risikovorsorge）もその根底に自己
責任を想定することができる。環境法上のリスク管理の領域では、技術的可能性ないし経済的受容性
から公権的な手法、特に、規制的手法に限界があり、将来の技術開発に向けた企業の自己責任ベース
の努力が大きな役割を果たす。それ故、予防原則の根底には自己責任原則の考え方が不可欠である。
???」「?Rehbinder　（Fn．42），36．
拙著・前掲85頁以下参照。
拙稿・前掲中、「4．33　リスク配慮」の項参照。
一2e一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
自己責任原則がREACH規則における化学物質製造・輸入の許認可段階でのリスク評価に関する証明
責任を企業側に転嫁する法政策の理論的根拠とされていることも、予防原則と自己責任原則の密接な
関連を示唆する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（まつむら　ゆみひご）
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